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決議事項 】【

、 、 。当会は 最高裁判所に対し 直ちに裁判所速記官の養成を再開されることを強く求める

【 決議の理由 】

速記官制度は、裁判記録の正確性、公正さを担保するとともに、迅速な裁判に資する１１１１

ものである。国民の司法参加が強く求められている現在、速記官制度は必要不可欠な制

度である。

ところが、最高裁判所が裁判所速記官の新規養成を１９９８年度から停止したことによ

、 。り 最大時８２５名いた裁判所速記官は２０１１年６月１日時点で２３４名にまで減少した

神戸地方裁判所管内の裁判所速記官の配置についても、８名（本庁５名、尼崎２名、姫路１

名）に減員されている。

これに対し、最高裁判所は、裁判所速記官による速記録に代わるものとして、民間委託に２２２２

よる「録音反訳方式」を導入している。しかし 「録音反訳方式」については、正確性やプ、

ライバシー保護などについて懸念があり、調書の完成までに日数がかかることや、誤字・脱

字、訂正漏れ、意味不明箇所が目立つなどの問題も指摘され、審理にも少なくない影響を与

えていると思われる。

また、２００９年５月２１日から、一般市民が裁判員として刑事裁判に参加する裁判員制３３３３

度が開始され、法定刑の重い重大事件を対象として、一般市民が職業裁判官とともに審理し

判断することになった。裁判員の公正・的確な判断を保障するためには、法廷でのやりとり

や証言内容が即時に確認できるようにすることが不可欠である。

裁判所は、ビデオ録画とコンピューターの音声認識を組み合わせ、一定の単語を手掛か

りに証言・供述の各場面を検索できるようにして、裁判員裁判の評議に対応しようとしてい

るが、このシステムは誤変換も多く正確な記録にならないことや、ＤＶＤでは一覧性や速読

性がなく、審理や訴訟準備に利用しにくいなどの問題が報告されている。裁判所が正確で迅

速な文字化された供述記録を作成しないため、裁判員は、自分の記憶と自分の作成するメモ

しか頼れない状況になっている。こうした裁判で、公正・的確な審理や評議、判決ができる

のか大いに懸念がある。

これに対して、裁判所速記官による速記録は、公判終了後直ちに文字化された証言・供述４４４４

。 、調書を作成することができるまでに進歩している 文字化された逐語録調書は一覧性が優れ

確認したい証言や供述を速やかに探し出すことが可能である。ビデオのキーワード検索より

もはるかに迅速に目的の供述箇所を探し出すことができる。

しかも、ビデオとコンピューターの音声認識では、発言が重なったり、曖昧な発音のた

めに、証言・供述内容が確認できない場合がありうるが、裁判所速記官による速記録の場合



には、裁判所速記官が立ち会って、その場で証言・供述を確認できるために、内容が確認で

きないことはほとんどない。この点でも、裁判所速記官による速記録は、極めて正確なもの

であり、ビデオとコンピューターの音声認識の組み合わせと比較した場合、裁判所速記官に

よる速記録の優位性は明らかである。

現在、世界の多くの国で、裁判には機械速記によるリアルタイム速記が取り入れられてい５５５５

る。最高裁判所が裁判所速記官の養成を停止した当時、アメリカでは、約３万人であった速

記者が現在では６万人を超える数に増えている。最近では韓国、中国などでも制度化されて

いるし、ハーグの国際刑事裁判所でもリアルタイム速記が活用されている。

このように世界標準となっているリアルタイム速記システムについては、裁判所速記官

の増員や機器の確保など態勢が整備されれば日本でも実現可能である。

公正で客観的な記録の存在は、なによりも国民の公正・迅速な裁判を受ける権利を保障す６６６６

るものである。裁判所に対し、国民の基本的人権を擁護し、公正かつ迅速な裁判を行うこと

がこれまで以上に強く求められている現状にあっては、裁判の適正や裁判所の調書作成等に

対する国民の信頼を確保するために、厳しい研修を受け、裁判の実情に通暁した裁判所速記

官による速記録の作成が是非とも必要である。

最高裁判所が、これらをふまえ、速やかに裁判所速記官の養成を再開するよう強く求め

める。
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